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の販売等で協力を行っている。平成 24 年 8 月で 3 回目の実施を終え、「半田ふるさとサポ
ーター倶楽部」の入会資格が与えられ、これまで第 1 回と第 2 回の半田ふるさと検定者 329













前は半田市役所内に観光協会が併設されていたが、平成 18 年 4 月に独立、平成 22 年 4 月
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た「青梅産業観光まつり」が開催されている。この事業は、平成 23 年の「第 44 回青梅産
業観光まつり」には諸工業展示 7 社、ショッピング 30 社、外部展示 15 社、食べ物 18 社、





都産のブランド豚を使用した「トウキョウ X 肉うどん」を作りあげ、2012 年 5 月に開催さ















ンパク in 蒲郡」プログラム事務局としても運営されている。実施 2 年目である今年には「ど
っきドキ新体験あそび 101 オンパク in 蒲郡」をキャッチプレーズとして蒲郡地域内におけ







































































 平成 23 年度から 2 年間、商工会議所と観光協会の連携について調査を行ってきたが、恒
常的に観光政策に関して連携を行っている事例は少数であった。昨年度に実施したアンケ
ート調査では、地域のお祭りやイベント毎に協議会を立ち上げ、資金や人材の調達という
観点から連携している事例は、少なからず存在することが明らかになった。 
しかしながら、われわれが目指している連携とは、両者の組織的資源（知識、ネットワ
ーク等）を十分に生かしながら、恒常的な連携を行っていくことが前提となる。 
 本年度は、その先進事例を対象にインタビュー調査を行ってきたが、なかでも半田市で
は、全国的にも珍しい好事例であった。例えば土産品では、商工会議所会員が扱っている
商品を観光土産品として魅力を高めるために、両組織が連携して指導にあたり、観光協会
のネットワークを活用して積極的に県の物産展等に出品し、販売促進につなげている。ま
た半田ふるさと検定では、合格者に対して「半田ふるさとサポーター倶楽部」への入会が
認められ、活躍の場が提供されている。全国的にも商工会議所はご当地検定を主催し、観
光ボランティア等の人材提供は観光協会が行ってきたために、検定合格者の活躍の場が十
分に与えられてこなかったが、同市では両組織の連携によってご当地検定が有効に活用さ
れている。近年では両組織が連携して「地域力活用新事業∞全国展開プロジェクト」を共
同で申請し、採択され、現在は両組織でさまざまな事業に取り組んでいる。 
このように単なる人的・財政的援助を目的とした一過性の連携ではなく、両組織のネッ
トワークやノウハウを共有し、恒常的な連携を行うことによって新たなアイディアが創造
され、各種助成金を活用した新規事業申請への意欲も生まれてくる。 
一方で、両組織の連携による効果として、魅力ある観光地づくりを行うだけでなく、組
織の活性化にも寄与することが明らかになった。例えば観光協会に関しては、これまで任
意団体として行政の下請け的な組織が多かった。このことは、行政に財政および人的支援
を求めていることが主な理由であるが、自らの組織で収益事業を行うようになれば、必然
的に他組織のノウハウやネットワークを活用していくことになる。その手段として商工会
議所と観光協会の連携は、互いの組織を活性化する手段として期待される。本年度調査し
た観光協会に関しては、半田市では「NPO 法人半田市観光協会」、長野市では「ながの観
光コンベンションビューロー」、上田市は「上田観光コンベンション協会」であり、行政か
らある程度独立した組織といえる。 
このように両組織が恒常的に連携によって生じる効果について、今後は群馬県の商工会
議所、観光協会に対して情報提供を行っていきたい。 
 
